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産学共創イノベーションの深化に向けて 

 

 
○福田佳也乃，吉川誠一（JST 研究開発戦略センター） 

 

 

 
1. 背 景 

 イノベーションとは今までにない価値を創出することである。科学技術の発展は、新事業・雇用創出、

産業競争力強化に資する価値の創出に大きく貢献してきた。20 世紀には、発電技術、コンピュータ、半

導体、通信技術等、経済や社会を変革する成果を生み出した。現在もなお、エネルギーや医療関連領域

をはじめ、科学技術は目覚ましい発展を続けており、イノベーションの原動力として期待されている。 
 イノベーションは、科学技術の発展だけでなく、その成果を価値に転換するための様々な要素が必要

であり、それらが融合し発展しなければ、イノベーションは実現されない。1990 年代以降のグローバル

化の加速によって、イノベーションを実現する場が拡大しかつ複雑化している。とりわけ情報通信技術

の急速な発展によって、人材・資源・資金・情報等のイノベーション実現に必要な要素の国際的な流動

化が進展し、それらに関連するリスクも増大している。 
 日本はイノベーションを実現するため、様々な産学官連携活動を推進してきた。しかし、産学官それ

ぞれが独自に活動を推進しているものの、それらが相互に融合し十分に機能を発揮しているとは、いま

だ言えない状況にある。イノベーションの担い手である企業は、自前主義の維持が限界に近づきつつあ

り、コア技術の自社開発を補完する形で大学や他企業との協力連携を追求し始めている。また、イノベ

ーションの原動力を生み出す大学は、一部の部局で、企業との大型共同研究の活性化、これからのイノ

ベーションを担う人材の育成の方向性を模索している。科学技術イノベーション政策にとって、科学技

術を新事業・雇用創出、産業競争力強化に資する価値へ転換することが最重要課題となっている。 
 このような現状を打破するため、今こそ企業、大学、政策担当者が「産学共創イノベーション」の実

現に責任を持って取り組むべきである。イノベーション実現に対して強い意欲を持った企業と大学が連

携して、基礎・応用・開発の各研究を同時的かつ連続的に推進するとともに、新たなテーマや目標に挑

戦するイノベーション人材を育成しなければならない。以上の仮説的見解に基づき、企業および大学関

係者へのインタビュー調査を行うとともに、国内の産学連携事例調査を進めている。 

2. 方 法 

2.1. インタビュー調査 

1) 企業関係者 
 2012 年 10 月から 2013 年 3 月にかけて、日本経団連産業技術委員会・産業競争力協議会会員企業 20
社および関連 3 機関を訪問し、研究開発部門担当役員・部長クラスへのインタビューを実施した。イン

タビューでは、i) 研究開発戦略、ii) 大学・研究開発法人への期待、iii) 人材育成・教育、iv) 国の施策

への意見、の 4 項目に関して主に聴取した。 

2) 大学関係者 
 2013 年 4 月から 2013 年 6 月にかけて、東京大学 10 部局（本部、産学連携本部、大学院理学研究科、

工学研究科、新領域創成科学研究科等）教授および英国大学関係者計 14 名へのインタビューを実施し

た。インタビューでは、i) 産業界との連携、ii) 教育システム改革、の 2 項目について、大学独自の取

組み状況および産業界の意見への見解に関して主に聴取した。 

2.2. 事例調査 

 2013 年 4 月から 2013 年 6 月にかけて、国内の産学連携活動の中から、企業と大学が共創（co-creation）
する事例を、ウェブ等の公知情報を基に探索した。特に、共創するための「チーム」（産学共創イノベ

ーション・チーム）に着目し、その形成（building）、協働（collaboration）、運営（management）がどの
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ように行われているのか、把握に努めた。その上で、2013 年 6 月以降、各事例のチーム運営に携わって

いる関係者へのインタビューを行い、チームの活動や機能に関する実態の詳細を調査している。 

3. 結 果 

3.1. インタビュー調査 

1) 企業関係者 
 各インタビュー項目に関する主な意見や指摘事項から、業種に関わらず企業関係者に共通して、表 1
に示す傾向が認められた。 

表 1 産学共創イノベーションに関する日本企業の主な傾向 
i) 研究開発戦略 
 • 各企業とも環境・エネルギー、ライフサイエンス、社会インフラを重点領域として、ICT を活用

したシステム化、サービス化、ソリューションビジネスを志向している。 
• 研究開発投資維持の体力が弱体化している。本社研究開発のリストラの傾向が見られる。 
• 事業のグローバル化に伴い、研究開発体制も海外へシフトする傾向が見られる。 
• 自前主義の維持が限界に近づきつつあり、コア技術の自社開発を補完する形でのオープンイノベ

ーションの追求が始まっているものの、まだその途上にある。 
ii) 大学・研究開発法人への期待 
 • イノベーション実現のための日本の大学・国研との共同研究に対する期待は大きい。しかし、国

内大学との産学連携強化を目指す積極的な動きはまだ弱い。むしろ、海外の大学との連携を強化

する方向にある。 
• 産学連携強化のため、日本の大学に海外の大学と同様のビジネス志向を求める声が強い。 

iii) 人材育成・教育 
 • イノベーション人材の育成に向けて、日本の大学・大学院の教育システムの抜本的変革を求める

声が非常に強い。 
• 博士人材を積極的に採用・活用していこうとの動きは強くない。 

iv) 国の施策への意見 
 • 基礎研究から応用・実用化、イノベーション実現までの一気通貫の府省連携システムへの期待が

大きい。 

2) 大学関係者 
 各インタビュー項目に関する主な意見や指摘事項から、部局に関わらず大学関係者に共通して、表 2
に示す傾向が認められた。 

表 2 産学共創イノベーションに関する日本の大学の主な傾向 
i) 産業界との連携 
 • 大学内では、教育よりも研究が重要、産業界との連携よりも学術研究の発展への貢献が重要、と

考える教員が多い。 
• 社会的課題の解決は産学連携の求心力となりうるが、イノベーション実現には環境整備が必要で

ある 
ii) 教育システム改革 
 • 産業界の要請に対応する新しい教育への取組みが進められている。しかし、産業競争力強化への

貢献に資する教育活動は大学と産業界との連携強化が必要である。 
• 優秀な若手人材の確保、人材流動性の向上のための制度の導入が始まりつつあるが、本格運用に

は至っていない。 
• 部局自治の壁は大きい。産学連携・イノベーション実現に向けて、部局間融合連携を目指した大

学統治強化の方向を模索しているものの、改革には時間がかかる。 
• 博士人材を積極的に採用・活用しない産業界への不満が大きい。 

3.2. 事例調査 
 事例探索に基づき、国内約 10 事例を調査候補として取り上げ、順次、各事例の「チーム」に関する

実態調査を行っている。これまでの調査結果から、産学共創イノベーション・チームの要件として、以
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下の 5 点が明らかになった。 

1）異なる学問領域・役割・専門性を持つ人材の集結 
 多くの産学共創イノベーション・チームは、統括プロデューサー、運営ユニット、研究開発ユニット

から構成されている。それぞれの役割を表 3 に示す。各チームの運営体制に応じて、統括プロデューサ

ーが運営ユニットのリーダーであるプロジェクトマネージャーを兼任している事例や、プロジェクトマ

ネージャーが研究開発ユニットのリーダーであるプロジェクトリーダーを兼任している事例もある。 
 統括プロデューサーがチーム運営において担う役割は、競争的資金制度におけるプログラム・ディレ

クター（PD）の役割と部分的に共通する。また、プロジェクトマネージャーとプロジェクトリーダーが

それぞれ担う役割は、競争的資金制度におけるプログラム・オフィサーの役割と部分的に共通する。 

表 3 産学共創イノベーション・チームの構成と役割 
構成 役割 
統括プロデューサー • チーム全体のマネジメントを行う。 

• チーム全体の活動の方針や研究開発課題の決定、各課題間の資金の配分額

や配分方式の決定に関する権限を持つ。 
運営ユニット • チーム運営の実務を遂行する集団。 

• プロジェクトマネージャーの下、経理や広報等の事務支援者、知財・金融・

起業等の専門知識を有する社会実装支援者が協力連携。 
研究開発ユニット • 研究開発活動を遂行する集団。 

• プロジェクトリーダーの下、異なる学問領域を持つ基礎・応用・開発各研

究者、技術支援者が協力連携。 

2）拠点と協力機関とのネットワークの形成 
 多くの産学共創イノベーション・チームは、拠点を 1 つの大学に設置し、他大学・研究開発法人・企

業等の学外機関と共同研究を推進するためのネットワークを形成している。例えば、企業が拠点にラボ

を設置して研究者を常駐させている事例、拠点の下に複数の企業がコンソーシアムを形成している事例

等、大学と企業の間、あるいは企業同士の間で、定期的に密な情報交換を行いながら、目標達成に向け

て活動している。 

3）大学の教育研究活動との関連付け 
 多くの産学共創イノベーション・チームは、産学共同研究を貴重な大学・大学院教育の機会として捉

えている。例えば、異分野の研究者・学生が研究開発目標に応じて協働できる施設を学内に整備してい

る事例や、学生に対して企業が自社内の施設・設備を利用する機会を供与している事例、産業界が大学

の教育プログラムの開発に講師・資金・設備等を提供している事例等があり、産業界が大学の教育研究

活動を直接的あるいは間接的に支援している場合が多い。 

4）企業の大学への投資の促進 
 多くの産学共創イノベーション・チームは、産学間で明確なビジョンや目標を共有するとともに、そ

の達成に向けた相互の信頼関係を構築している。その結果、事業化に向けた本格的な産学共同研究に対

して、企業から大学に投資する機会の拡大に結び付いている事例が多い。このような産学共同研究は、

大半が政府資金の支援を受けており、それに比べて企業の投資はまだ規模が小さいが、企業経営トップ

の積極的な関与により、企業が投入した資金だけで推進されている事例も近年見受けられる。 

5）企業の実用化を支援する知財の取扱い 
 多くの産学共創イノベーション・チームは、研究成果の実用化を企業が自ら率先して推進することを

前提としており、共同出願契約において、共有特許の自己実施の際の不実施補償を原則要求しないこと

としている。また、第三者への実施許諾・権利譲渡が任意で可能としている場合も多い。さらには、大

学が企業の知財戦略の企画・推進を支援している場合もある。 

4. 考 察 

 チームとは、図 1 に示すように、グループとは異なる組織である。グループでは、メンバーの同質性

が高く、リーダーが主導的に意思決定し、それをメンバーが忠実に実行する。一方、チームでは、メン

バーの多様性が高い。最終的な意思決定はリーダーが行うが、そこに至るプロセスは、メンバー間での
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多様なアイデアや意見の積み重ねからなる。

グループでは率先垂範型のリーダーシップ

が必要であるが、チームでは目的達成のた

めに異質なメンバーの力を引き出すマネジ

メントが不可欠である。 
 産学共創イノベーション・チームにおい

ては、異なる学問領域・役割・専門性を持

つ産学官メンバーが研究開発や運営に参加

し、イノベーション実現に向けた明確なビ

ジョンを共有すること重要である。そして、

多様性を活用するリーダーシップの下、メ

ンバーが多様なアイデアや意見を出し合い、

ビジョン達成に向けて力を蓄積していくことが必要である。 
 チーム運営の要となるのが、統括プロデューサー、プロジェクトマネージャー、プロジェクトリーダ

ーである。統括プロデューサーは、プロジェクトマネージャーやプロジェクトリーダーと協力連携しな

がら、チーム内外の人材・資源・資金・情報を組み合わせることによって、ビジョン達成の道筋を提示

する役割を担う。産学共創イノベーション実現に向けて、プロジェクトマネージャーにはチーム全体の

活動の道筋を、プロジェクトリーダーには研究開発の道筋を、それぞれ具体化し、その進捗を管理する

とともに必要に応じて見直しを行う役割が求められる。各役割を果たすには幅広い資質が要求され、例

えば統括プロデューサーの場合、研究開発や事業化のプロジェクト運営・管理に関する経験や実績・潜

在的能力、幅広い技術や市場動向を俯瞰し、複眼的な視点を持って産学共創イノベーション実現の構想

を構築できる能力等が必要となる。それぞれの役割に適した優秀な人材をいかに獲得するか、また今後

どのように養成するかが、産学間の人材流動性の向上も含め、様々な方策を検討することが重要である。 
 産学共創イノベーション・チームの活動を公的研究資金で支援する場合、多様なメンバーが資金を柔

軟に使用できる制度を整備することも、重要な課題である。研究資金によって、同質の研究者が集まる

卓越した研究拠点ではなく、異質のメンバーが集まる卓越した研究ネットワークを構築しなければなら

ない。研究ネットワーク内の資金配分の責任と自由度を持たせるため、資金配分の責任者の指名、数年

度にわたる使用の緩和、費目間流用の割合の緩和、執行計画変更手続きの簡素化、研究費の合算使用の

緩和等、具体的な対応策を組み合わせて、適切な制度を設計することが重要である。 

5. 結 論 

 オープンイノベーションの取組みが国際的に加速する中、科学技術を社会の実感として捉えられる価

値に転換することが、日本の喫緊の課題である。そのためには、産学共創イノベーション・チームを構

築し、企業と大学が力を結集して、基礎・応用・開発の各研究を同時的・連続的に推進するとともに、

新たなテーマや目標に挑戦するイノベーション人材を育成しなければならない。そのため、産学官が共

に具体的な行動を取るべき時期が到来している。 
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図 1. グループとチームとの違い. 
出所：THINK! WINTER 2013 No.44 を参考に著者作成.




